
 

第Ⅳ編には令和５年中に落札された個々の調達案件の一覧を掲載している。調達案

件は、下記の範囲のもので、官報 政府調達公告版に掲載されたものである。 

 

 

記 

 

 

１ 落札日 

令和５年 1 月 1 日～同年 12 月 31 日の期間に落札された調達案件 

 

２ 基準額 

10 万ＳＤＲ（注）以上の調達案件 

（注）令和５年 1 月 1 日～同年 12 月 31 日までの期間：1,500 万円 

 

３ 調達機関 

中央政府、特殊法人等及び独立行政法人並びにこれらの調達機関以外の調達機

関のうち「日本の公共部門のコンピューター製品及びサービスの調達に関する措

置」の対象となる調達機関（（独）宇宙航空研究開発機構、（株）商工組合中央

金庫、新関西国際空港(株)、日本財団、日本放送協会及び日本勤労者住宅協会） 

 

４ 調達案件 

次頁の品目分類番号表に掲げる物品・サービスにかかる調達案件（建設工事及 

    び建築のためのサービス、エンジニアリング・サービスその他の技術的サービス

を除く）。 



品目分類番号表 

１．物品等（動産（現金及び有価証券を除く。）及び著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）

第２条第 1 項第 10 号の２に規定するプログラムをいう。） 

番号 品     目     分     類     等 

１ 農水産品及び加工食品 

２ 鉱物性生産品 

３ 化学工業の生産品 

４ 医薬品及び医療用品 

５ 人造樹脂、ゴム、皮革、毛皮及びこれらの製品 

６ 木材及びその製品、製紙用原料並びに紙製品 

７ かばん類並びに紡織用繊維及びその製品 

８ 
石、セメントその他これらに類する材料の製品、陶磁器製品並びにガラス及

びその製品 

９ 鉄鋼及びその製品 

１０ 非鉄金属及びその製品 

１１ 動力発生用機器 

１２ 特定産業用機器 

１３ 一般産業用機器 

１４ 事務用機器及び自動データ処理機械 

１５ 電気通信用機器及び音声録音再生機器 

１６ 電気機器及びその他の機械 

１７ 道路走行用車両 

１８ 鉄道用車両及びその附属装置 

１９ 航空機及びその附属装置 

２０ 船舶及び浮き構造物 

２１ 衛生用品、暖房器具及び照明器具 

２２ 医療用又は獣医用の機器 

２３ 家具等 

２４ 科学用又は制御用の機器 

２５ 写真用機器、光学用品及び時計 

２６ その他の物品 

 



２．サービス （ 建設サービス、 建築のためのサービス、 エンジニアリング・サービスそ 

の他の技術的サービスを除く。） 

番号 CPC 分類 品    目    分    類    等 

５１ 
 
 

５２ 
 
 
 
 

6112 
 
 
6122 
 
 
 
 

・ 自動車の保守及び修理のサービス（注１：特別に改良され、か
つ、機関の規則に従って点検されている自動車の保守及び修理
のサービスは含まない。） 
・ モーターサイクル（原動機付自転車を含む。）並びにカタピラ及
びそりを有する軽自動車の保守及び修理のサービス（注１：特別
に改良され、かつ、機関の規則に従って点検されているモーター
サイクル（原動機付自転車を含む。）並びにカタピラ及びそりを有
する軽自動車の保守及び修理のサービスは、含まない。） 

５３ 712 その他の陸上運送サービス（71235（郵便の陸上運送）を除く。） 

５４ 
５５ 

7213 
7223 

・ 運転者を伴う海上航行船舶の賃貸サービス 
・ 海上航行船舶以外の船舶（運転者を伴うもの）の賃貸サービス 

５６ 73 航空運送サービス(73210（郵便の航空運送）を除く。) 

５７ 748 貨物運送取り扱いサービス 

５８ 7512 
クーリエ・サービス（注２：信書に係るクーリエ・サービスは、含ま 
ない。） 

６１ 
６２ 
６３ 
６４ 
６５ 
６６ 
６７ 

 

7523 
7521 
7523 
7523 
7529 
7523 
7523 
 

電
気
通
信
サ
ー
ビ
ス 

・ 電子メール 
・ ボイスメール 
・ 情報及びデータベースのオンラインでの検索 
・ 電子データ交換（ＥＤＩ） 
・ 高度ファクシミリ・サービス 
・ コード及びプロトコルの変換 
・ 情報及びデータのオンラインでの処理 （トランザクション処
理を含む。） 

７１ 84 電子計算機サービス及び関連のサービス 

７２ 864 市場調査及び世論調査のサービス 

７３ 
７４ 
７５ 

871 
87304 
874 

・ 広告サービス 
・ 装甲車による運送サービス 
・ 建築物の清掃サービス 

７６ 88442 
出版及び印刷のサービス（注４：秘密の情報を含む資料に係る出
版及び印刷のサービスは、含まない。） 

７７ 886 金属製品、機械及び機器の修理サービス 

７８ 94 汚水及び廃棄物の処理、衛生その他の環境保護サービス 

７９ 633 個人用品及び家庭用品の修理のサービス 

８０ 642 食料提供サービス 

８１ 643 飲料提供サービス 

８２ 
8310 から 

83108 
農業用機器（運転者を伴わないもの）の賃貸サービス 

８３ 83203 家具その他家庭用の器具の賃貸サービス 



８４ 83204 娯楽用品の賃貸サービス 

８５ 83209 その他の個人用品又は家庭用の賃貸サービス 

８６ 865 経営相談サービス 

８７ 866 
経営相談に関するサービス（86602(仲裁及び調停のサービス)を

除く。） 

８８ 876 こん包サービス 

８９ 8814 林業及び木材伐出業に付随するサービス（森林経営を含む。） 

９０ 921 初等教育サービス 

９１ 922 中等教育サービス 

９２ 923 高等教育サービス 

９３ 924 成人教育サービス 

９４ 9611 
映画及びビデオテープの制作及び配給のサービス(95112(映画

及びビデオテープの制作のサービス)を除く。) 

 



(注) 個別分野については、次の番号を追記する 

 

 

「電気通信分野｣    ２８ 電気通信機器（１．の２６分類の番号追記） 

２９ 上記の２８の機器に係るサービス 

 

「医療技術分野」     ３１ 器具機械          ３２医療用品 

               ３３ 歯科材料          ３４サービス 

 

「コンピュータ分野」   ２７ コンピュータサービス 

 

 

 品目分類番号の記載方法 

コンピュータサービス 
 

品目分類番号○○、２７ 
（○○は、上記２の表の該当する番号） 

電
気
通
信
分
野 

電気通信機器 
 

品目分類番号○○、２８ 
（○○は、上記１の表の該当する番号） 

上記機器に係るサービス 
 

品目分類番号○○、２９ 
（○○は、上記２の表の該当する番号） 

医
療
技
術
分
野 

器具機械 
 

品目分類番号○○、３１ 
（○○は、上記１の表の該当する番号） 

医療用品 
 

品目分類番号○○、３２ 
（○○は、上記１の表の該当する番号） 

歯科材料 
 

品目分類番号○○、３３ 
（○○は、上記１の表の該当する番号） 

サービス 
 

品目分類番号○○、３４ 
（○○は、上記２の表の該当する番号） 

 



所在地コード表 

 

01北海道 13東京都  25滋賀県  37香川県 

02青森県 14神奈川県 26京都府  38愛媛県 

03岩手県 15新潟県  27大阪府  39高知県 

04宮城県 16富山県  28兵庫県  40福岡県 

05秋田県 17石川県  29奈良県  41佐賀県 

06山形県 18福井県  30和歌山県 42長崎県 

07福島県 19山梨県  31鳥取県  43熊本県 

08茨城県 20長野県  32島根県  44大分県 

09栃木県 21岐阜県  33岡山県  45宮崎県 

10群馬県 22静岡県  34広島県  46鹿児島県 

11埼玉県 23愛知県  35山口県  47沖縄県 

12千葉県 24三重県  36徳島県 

    

 

 

随 意 契 約  の 理 由 

 

ａ ：政府調達協定第13条1(a)（不落随契） 

ｂ ：政府調達協定第13条1(b)（排他的権利等） 

ｃ ：政府調達協定第13条1(d)（緊急性） 

ｄ ：政府調達協定第13条1(c)（互換性） 

ｅ ：政府調達協定第13条1(f)（研究開発） 

  

 



 

調達機関コード 

 

００１ 衆議院 ３２８  地方公共団体金融機構 

００２ 参議院 ４０４   日本私立学校振興・共済事業団 

００３ 最高裁判所 ４１２  成田国際空港株式会社 

００４   会計検査院 ４１３  中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

００５   内閣 ４１４  東京地下鉄株式会社 

００６   人事院 ４１５  国立大学法人 

００７   内閣府 ４１６  大学共同利用機関法人 

００８   宮内庁 ４１７  東日本高速道路株式会社 

００９   国家公安委員会（警察庁） ４１８  中日本高速道路株式会社 

０１０   防衛省 ４１９  西日本高速道路株式会社 

０１１   金融庁 ４２０ 首都高速道路株式会社 

０１２   総務省 ４２１  阪神高速道路株式会社 

０１３   法務省 ４２２  本州四国連絡高速道路株式会社 

０１４   外務省 ４２３  日本アルコール産業株式会社 

０１５   財務省 ４２６  株式会社商工組合中央金庫 

０１６   文部科学省 ４２７  全国健康保険協会 

０１７   厚生労働省 ４２８  日本年金機構 

０１８   農林水産省 ４２９  日本財団 

０１９   経済産業省 ４３０  新関西国際空港株式会社 

０２０   国土交通省 ４３１  日本郵政公社を承継した機関 

０２１   環境省 ４３２ 自転車競技法に従い競輪振興法人として指定さ

れた法人 ０２２  消費者庁  

０２３  復興庁 ４３３ 小型自動車競走法に従い小型自動車競走振興法

人として指定された法人 ０２４  公正取引委員会  

０２５  個人情報保護委員会 ４３４ 株式会社日本貿易保険 

０２６ カジノ管理委員会    

０２７ デジタル庁 ５０１  独立行政法人国立公文書館 

０２８ こども家庭庁 ５０４  独立行政法人酒類総合研究所 

  ５０５  独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 

１０１   北海道旅客鉄道株式会社 ５０６  独立行政法人大学入試センター 

１０５   四国旅客鉄道株式会社 ５０８  独立行政法人国立女性教育会館 

１０７   日本貨物鉄道株式会社 ５１２  独立行政法人国立科学博物館 

１０８   日本たばこ産業株式会社 ５１５  独立行政法人航空宇宙技術研究所 

１０９   日本電信電話株式会社 ５１７  独立行政法人国立美術館 

１１９   沖縄振興開発金融公庫 ５２０  独立行政法人教職員支援機構 

１２５  東日本電信電話株式会社 ５２６  独立行政法人家畜改良センター 

１２６  西日本電信電話株式会社 ５４１  独立行政法人経済産業研究所 

１２７  株式会社日本政策金融公庫 ５４２  独立行政法人工業所有権情報・研修館 

１２８  株式会社日本政策投資銀行 ５４５  独立行政法人製品評価技術基盤機構 

１２９  株式会社国際協力銀行 ５５６  独立行政法人航空大学校 

  ５５８  独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構 

２３３   社会保険診療報酬支払基金 ５６０  独立行政法人統計センター 

２３５   放送大学学園 ５６１  独立行政法人造幣局 

２３６   日本中央競馬会 ５６２  独立行政法人国立印刷局 

２３７   農林漁業団体職員共済組合 ５６３  独立行政法人水資源機構 

２４４   消防団員等公務災害補償等共済基金 ５６５  独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

  ５６７  独立行政法人国際協力機構 

３２０   地方競馬全国協会 ５６８  独立行政法人福祉医療機構 

３２５   日本放送協会 ５６９  独立行政法人農畜産業振興機構 

３２７   日本勤労者住宅協会 ５７０  独立行政法人北方領土問題対策協会 



 

５７１  独立行政法人国民生活センター ８１８ 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究 

５７３ 独立行政法人国際交流基金 ８１９ 国立研究開発法人国立がん研究センター 

５７４  独立行政法人日本芸術文化振興会 ８２０ 国立研究開発法人国立循環器病研究センター 

５７５  独立行政法人日本学術振興会 ８２１ 国立研究開発法人国立精神・神経医療研究セン 

５７６  独立行政法人日本スポーツ振興センター  ター 

５７７ 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞ ８２２ 国立研究開発法人国立国際医療研究センター 

  みの園 ８２３ 国立研究開発法人国立成育医療研究センター 

５７８ 独立行政法人農業者年金基金 ８２４ 国立研究開発法人国立長寿医療研究センター 

５７９ 独立行政法人日本貿易振興機構   

５８１  独立行政法人国際観光振興機構   

５８２  独立行政法人労働政策研究・研修機構  
 

５８３  独立行政法人勤労者退職金共済機構 

５８６  独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構   

５８７  独立行政法人宇宙航空研究開発機構   

５８９  独立行政法人環境再生保全機構   

５９１  独立行政法人日本学生支援機構   

５９３  独立行政法人国立高等専門学校機構   

５９７  独立行政法人国立病院機構   

５９８  独立行政法人中小企業基盤整備機構   

５９９  独立行政法人都市再生機構   

６００  独立行政法人奄美群島振興開発基金   

６０２  独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構   

６０３  独立行政法人国立青少年教育振興機構   

６０４  独立行政法人海技教育機構   

６０５  年金積立金管理運用独立行政法人   

６０８  独立行政法人住宅金融支援機構   

６０９  独立行政法人国立文化財機構   

６１０  独立行政法人農林水産消費安全技術センター   

６１７  独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構   

６１９ 独立行政法人自動車技術総合機構   

６２０ 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構   

６２１ 独立行政法人労働者健康安全機構   

    

８０１ 国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所   

８０２ 国立研究開発法人物質・材料研究機構   

８０３ 国立研究開発法人防災科学技術研究所   

８０４ 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構   

８０５ 国立研究開発法人国際農林水産業研究センター   

８０６ 国立研究開発法人森林研究・整備機構   

８０７ 国立研究開発法人水産研究・教育機構   

８０８ 国立研究開発法人産業技術総合研究所   

８０９ 国立研究開発法人土木研究所   

８１０ 国立研究開発法人建築研究所   

８１１ 国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所   

８１２ 国立研究開発法人国立環境研究所   

８１３ 国立研究開発法人科学技術振興機構   

８１４ 国立研究開発法人理化学研究所   

８１５ 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合

開発機構 
  

８１６ 国立研究開発法人情報通信研究機構   

８１７ 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構   

（注）上表には令和５年中に存在した機関のみを当時の名称にて掲載（名称変更による重複掲載あり）。 


